
  
子どもの貧困対策に取り組みます 
【総合計画︓1-1-1 子どもと子育て家庭】              （一般会計予算書 79 頁） 

子どもの貧困対策の推進に関する法律に基づく子どもの貧困対策として貧困の連鎖を防止す 
るための学習・生活支援を実施します。また、子どもの貧困についての現状を知り、理解を深め 
るためミーティングを開催します。 
◎当該年度主な事業内容 
１．子どもの学習・生活支援事業（常設学習支援事業）      8,338 千円 
２．子どもの学習・生活支援事業（長期休暇学習支援事業）        800 千円 
３．子ども未来ミーティング                              49 千円 
◎得られる成果 
子どもが社会で自立して生きていくための力を身に着けることにより、貧困の連鎖の防止につな 
がります。 

事 業 名 子どもの貧困対策事業 部課名等 子ども未来部子ども育成課 
全体事業期間 令和６年度 全体事業費等     9,189 千円 
歳出科目 03.02.01.06.50 ３か年実施計画     9,189 千円 
事業費 

9,189 千円 
財 
源 

国県支出金 6,444 千円 そ の 他 0 千円 
地 方 債 0 千円 一般財源 2,745 千円 

目標値や目指すべき状態 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 単 位 
常設学習・生活支援
事業の出席率 

実績値 60.1   ％ 
目標値 80.0 80.0 80.0 ％ 
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小学生に放課後等の遊びや生活の場を提供します 
【総合計画︓1-1-1 子どもと子育て家庭】              （一般会計予算書 83 頁） 

NPO 法人等の民間団体に事業を委託します。また、事業の着実な推進のため事業所及び保 
護者に対して必要な補助金を支出します。 
◎当該年度主な事業内容 
１．放課後児童健全育成事業委託料 255,445 千円 
２．入所児童奨励費             47,580 千円 
◎得られる成果 
児童の健全な育成に寄与するとともに、「小 1 の壁」の解消や、子育てと仕事の両立支援を図 
ることができ、「はたらく親を応援するまち」につながります。 

 
 
 

事 業 名 放課後児童健全育成事業 部課名等 子ども未来部子ども育成課 
全体事業期間 令和 6 年度 全体事業費等     304,545 千円 
歳出科目 03.02.02.12.50 ３か年実施計画    296,148 千円 
事業費 

304,545 千円 
財 
源 

国県支出金 158,536千円 そ の 他 0 千円 
地 方 債 0 千円 一 般 財 源 146,009千円 

目標値や目指すべき状態 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 単 位 
登録児童数 実績値 1,074 1,066  人 

目標値 1,095 1,150 1,204 人 
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小学校内に放課後等の居場所を開設します 
【総合計画︓1-1-1 子どもと子育て家庭】              （一般会計予算書 83 頁）  

小学校敷地内で、放課後児童クラブ、児童センター、放課後子ども教室の３つの機能を集約 
し、民間委託による一括管理運営を行います。 

◎当該年度主な事業内容 
   １．機器借上料                           5,368 千円 
   ２．横川小学校放課後等居場所づくり施設改修工事   26,560 千円 
   ３．亀崎小学校放課後等居場所づくり施設建設工事   32,000 千円 

◎得られる成果 
小学校の敷地内で安心・安全に過ごすことができる環境に加え、同世代や多世代と交流しな 
がら充実した放課後の時間を過ごすことができる環境を実現します。 
 

事 業 名 
小学校児童放課後等居場所
づくり事業 

部課名等 子ども未来部子ども育成課 

全体事業期間 令和６年度 全体事業費等     67,386 千円 
歳出科目 03.02.02.12.52 ３か年実施計画     35,932 千円 
事業費 

67,386 千円 
財 
源 

国県支出金 26,081 千円 そ の 他 15,161千円 
地 方 債 0 千円 一般財源 26,144千円 

目標値や目指すべき状態 令和４年度 令和５年度 令和６年度 単 位 
居場所施設の整備
数 

実績値 ０   か所 
目標値 ０ ０ １ か所 
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ひとり親家庭の自立を支援します 
【総合計画︓1-1-1 子どもと子育て家庭】              （一般会計予算書 85 頁）  

資格の取得にあたっての給付金の支給、就職活動等を行う際の子どもの預かりに関する助 
成、養育費取得のための相談会等を実施します。 

◎当該年度主な事業内容 
１．高等職業訓練促進給付金         4,682 千円 
２．自立支援教育訓練給付金           279 千円 
３．資格取得等就業支援事業委託料        440 千円 
４．ファミリーサポート利用料金助成金           266 千円 
◎得られる成果 
ひとり親家庭が就業し、経済的に自立した生活を営むことができるようになり、子どもの健全な 
育成につながります。 

事 業 名 ひとり親家庭等自立支援対策事業 部課名等 子ども未来部子ども育成課 
全体事業期間 令和 6 年度 全体事業費等     6,236 千円 
歳出科目 03.02.03.10.05 ３か年実施計画    
事業費 

6,236 千円 
財 
源 

国県支出金 4,095 千円 そ の 他 0 千円 
地 方 債 0 千円 一般財源 2,141 千円 

目標値や目指すべき状態 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 単 位 
ひとり親家庭等自立支
援計画策定時の目標
達成率 

実績値 87.1   ％ 

目標値 88.0 90.0 90.0 ％ 
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ファミリーサポート事業のバージョンアップを図ります 
【総合計画︓1-1-1 子どもと子育て家庭】                （一般会計予算書 89 頁） 

子育ての手助けが必要な方（依頼会員）と子育ての手助けをしたい方（援助会員）をつな 
ぎ、地域で子育てを助け合う相互援助活動であるファミリーサポート事業の利用促進を図りま 
す。 
◎当該年度主な事業内容 

   １．ファミリーサポート事業援助活動謝金  2,079 千円 
   ◎得られる成果 

子育て中の保護者の不安や負担感の軽減につながるとともに、地域で子育てを助け合う環境 
の充実につながります。 
 

事 業 名 ファミリーサポート利用促進事業 部課名等 子ども未来部子ども育成課 
全体事業期間 令和４年度〜令和６年度 全体事業費等     7,921 千円 
歳出科目 03.02.06.02.50 ３か年実施計画     2,920 千円 
事業費 

2,898 千円 
財 
源 

国県支出金 410 千円 そ の 他 1,378 千円 
地 方 債 0 千円 一般財源 1,110 千円 

目標値や目指すべき状態 令和４年度 令和５年度 令和６年度 単 位 
新規援助会員登録者
数 

実績値 21   人 
目標値 20 20 20 人 
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子育て支援センター事業の充実を図ります 
【総合計画︓1-1-1 子どもと子育て家庭】         （一般会計予算書 89 頁〜90 頁） 

地域子育て支援拠点の運営と事業の推進、乳幼児一時預かり事業を実施します。 
また、乳幼児一時預かりの受入枠を拡大し、不定期の保育ニーズの対応強化を図ります。 
◎当該年度主な事業内容 

   １．子育て支援事業委託料        11,384 千円 
   ２．乳幼児一時預かり事業委託料    19,215 千円 
   ３．利用者駐車場使用料              1,716 千円 
   ◎得られる成果 

子育て親子の交流の場の提供や相談支援、子育て支援に関する情報の提供や講習会を実 
施することで、子育ての不安や悩みの解消、育児に対する保護者の負担軽減につながります。 
 

 

事 業 名 子育て支援センター事業 部課名等 子ども未来部子ども育成課 
全体事業期間 令和６年度 全体事業費等     36,275 千円 
歳出科目 03.02.06.02.51 ３か年実施計画 33,367 千円 
事業費 

36,275 千円 
財 
源 

国県支出金 6,306 千円 そ の 他 8,854 千円 
地 方 債 0 千円 一般財源 21,115千円 

目標値や目指すべき状態 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 単 位 
プレイランド新規利用登
録者数 

実績値 1,469   人 
目標値 1,250 1,250 2,400 人 
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妊娠期からの切れ目ない支援を実施します 
【総合計画︓1-1-1 子どもと子育て家庭】           （一般会計予算書 94 頁〜95 頁） 

妊娠期から切れ目ない支援として、相談等の事業を実施します。 
◎当該年度主な事業内容 

   １．母子保健事業従事者謝金    2,580 千円 
   ２．母子保健事業支援委託料      608 千円 
   ３．母子保健事業実施経費      2,050 千円 

◎得られる成果 
地域で安心して出産し、子育てをすることができます。 

事 業 名 母子健康増進事業 部課名等 子ども未来部子育て相談課 
全体事業期間 令和６年度 全体事業費等    5,238 千円 
歳出科目 04.01.01.06.02 ３か年実施計画 3,060 千円 
事業費 

5,238 千円 
財 
源 

国県支出金 2,124 千円 そ の 他 0 千円 
地 方 債 0 千円 一般財源 3,114千円 

目標値や目指すべき状態 令和４年度 令和５年度 令和６年度 単 位 
産後１か月までの指
導・ケアの満足度 

実績値 74.7   ％ 
目標値 85.0 85.0 85.0 ％ 

たんぽぽの日 
親の意識改善率 

実績値 83.3   ％ 
目標値 80.0 80.0 80.0 ％ 

  
不妊治療に要する費用の一部を助成します 
【総合計画︓1-1-1 子どもと子育て家庭】               （一般会計予算書 95 頁） 

不妊治療（保険適用の治療のみ）に要する費用の一部を助成します。 
◎当該年度主な事業内容 
１．不妊治療費助成金 27,001 千円 
◎得られる成果 
不妊に悩む夫婦に対し、経済的な負担の軽減を図ることができます。 

事 業 名 不妊治療費助成事業 部課名等 子ども未来部子育て相談課 
全体事業期間 令和 6 年度 全体事業費等     27,001 千円 
歳出科目 04.01.01.06.52 ３か年実施計画     27,001 千円 
事業費 

27,001 千円 
財 
源 

国県支出金 0 千円 そ の 他 0 千円 
地 方 債 0 千円 一般財源 27,001千円 

目標値や目指すべき状態 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 単 位 
不妊治療費助成金
申請件数 

実績値 77   件 

不妊治療費助成金
を支給した夫婦で妊
娠した件数 

実績値 29   件 

- 7 -



  
発達に心配のある子どもの適切な支援につなげます 
【総合計画︓1-1-1 子どもと子育て家族】               （一般会計予算書89頁） 

児童発達支援センターとして、相談支援、保育所等訪問支援、家族支援、巡回療育支援 
等の地域支援事業を実施します。 
 

◎当該年度主な事業内容 
１．巡回療育支援謝金              2,382 千円 
２．講師謝金                   100 千円 
３．地域生活支援促進事業委託料       128 千円 
 
◎得られる成果 
子どもの発達に心配のある保護者等への支援を提供することができ、また子どもが保育園等の 
集団生活に適応できるように支援を行うことができます。 

 

事 業 名 
児童発達支援センターつくし学園
地域支援事業 

部課名等 子ども未来部子育て相談課 

全体事業期間 令和６年度 全体事業費等     3,147 千円 
歳出科目 03.02.05.02.02 ３か年実施計画     
事業費 

3,147 千円 
財 
源 

国県支出金 2,026 千円 そ の 他 1,121 千円 
地 方 債 0 千円 一般財源 0 千円 

目標値や目指すべき状態 令和４年度 令和５年度 令和６年度 単 位 
相談支援事業による支
援人数 

実績値 2,001   人 
目標値 1,000 1,000 1,500 人 

保育所等訪問支援事
業による支援人数 

実績値 146   人 
目標値 170 175 175 人 

巡回療育支援事業に
よる支援回数 

実績値 243   回 
目標値 240 240 240 回 
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障がい特性に応じた療育支援を行います 
【総合計画︓1-1-1  子どもと子育て家族】          （一般会計予算書88頁〜89頁） 

児童発達支援センターとして、発達・知的障がい、肢体不自由の子どもを受け入れ、身近な 
地域での適切な支援を実施します。 
 
◎当該年度主な事業内容 

   １．障がい児療育指導謝金    2,520 千円 
   ２．通園バス運行管理委託料  bb       8,539 千円 
   ３．研修負担金                   148 千円 
 
 
 
 

◎得られる成果 
個々の障がい特性に応じた指導育成や訓練などを 
行うことで、日常生活に必要な生活習慣の習得を 
促すことができます。 
 
 

 
 
 

事 業 名 
児童発達支援センターつくし学園
管理運営事業 

部課名等 子ども未来部子育て相談課 

全体事業期間 令和 6 年度 全体事業費等 27,139 千円 
歳出科目 03.02.05.02.01 ３か年実施計画     
事業費 

27,139 千円 
財 
源 

国県支出金 0 千円 そ の 他 27,139千円 
地 方 債 0 千円 一般財源 0 千円 

目標値や目指すべき状態 令和４年度 令和５年度 令和６年度 単 位 
つくし学園利用園児数 実績値 46.0   人 

目標値 48.0 48.0 48.0 人 
つくし学園登園（療育実
施）率（知的発達） 

実績値 83.1   ％ 
目標値 89.0 89.0 89.0 ％ 

つくし学園登園（療育実
施）率（肢体不自由） 

実績値 64.4   ％ 
目標値 49.1 49.0 49.0 ％ 
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市立高根保育園の建替え・民間移管を実施します 
【総合計画︓1-1-2 幼児教育・保育】                （一般会計予算書 80 頁） 

民間事業者による保育所の整備及び新たな事業者への引継ぎ保育を実施するとともに、高根 
保育園園舎解体工事を実施します。 

◎当該年度主な事業内容 
１．民間保育所等整備費補助金   209,650 千円 
２．民営化引継ぎ・共同保育補助金   9,296 千円 
◎得られる成果 
多様化する教育・保育ニーズ（低年齢児保育、延長保育等）に対応でき、質の高い教育・ 
保育の提供と施設環境の整備を図ることができます。 

事 業 名 市立高根保育園民営化事業 部課名等 子ども未来部幼児保育課 
全体事業期間 令和 5 年度〜令和７年度 全体事業費等     316,521 千円 
歳出科目 03.02.01.11.51 ３か年実施計画     220,976 千円 
事業費 

220,976 千円 
財 
源 

国県支出金 139,767千円 そ の 他 0 千円 
地 方 債 0 千円 一般財源 81,209千円 

目標値や目指すべき状態 施設環境の整備と多様化する教育・保育ニーズへの対応 

   
３歳未満の２人目の子以降の保育料を無償化します 
【総合計画︓1-1-2 幼児教育・保育】           （一般会計予算書 84 頁〜87 頁） 

認可保育園等において、３歳未満児の第２子以降の保育料を所得制限等の条件を設けず、 
半田市独自に無償化します。 

◎当該年度主な事業内容 
第２子以降保育料無償化 112,640 千円  
※事業費は、保育料の減収額及び、保育料が減少となる民間保育所等への補助金の合計額 
内訳︓（歳入）市立保育所等の保育料減収分 70,777 千円 

     （歳入）民間保育所等の保育料減収分 31,873 千円 
（歳出）民間保育所等の減収分の補助   9,990 千円 

◎得られる成果 
多子世帯の経済的負担の軽減を図ることができます。 

事 業 名 多子世帯の３歳未満児保育料無償化事業 部課名等 子ども未来部幼児保育課 
全体事業期間 令和 6 年度 全体事業費等    112,640 千円 

歳出科目 
03.02.02.50.50 
03.02.02.50.51 
03.02.04.02.52 

３か年実施計画    107,098 千円 

事業費 
112,640 千円 

財 
源 

国県支出金  そ の 他  

地 方 債  一般財源  

目標値や目指すべき状態 多子世帯の経済的負担の軽減 
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民間保育所運営事業を実施します 
【総合計画︓1-1-2 幼児教育・保育】            （一般会計予算書 84 頁〜85 頁） 

民間保育所等に施設型給付費（委託費）、民間保育所運営費補助金、保育所等給食費 
軽減対策補助金等を支給します。 

◎当該年度主な事業内容 
１．民間保育所運営委託料 665,640 千円 ２．民間保育所補助金（運営費）180,953 千円
3．保育所等給食費軽減対策補助金（市事業）4,644 千円 
◎得られる成果 
民間の力を活用し、低年齢児の保育ニーズや延長保育、一時保育など様々な保育ニーズに対 
応できます。 

事 業 名 民間保育所運営事業 部課名等 子ども未来部幼児保育課 
全体事業期間 令和 6 年度 全体事業費等     957,281 千円 
歳出科目 03.02.02.50.50 ３か年実施計画     958,561 千円 
事業費 

957,281 千円 
財 
源 

国県支出金 551,087千円 そ の 他 43,805千円 
地 方 債 0 千円 一般財源 362,389千円 

目標値や目指すべき状態 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 単 位 
4月1日現在の待機
児童数 

実績値 0 0  人 
目標値 0 0 0 人 

10 月 1 日現在の待
機児童数 

実績値 5 27  人 
目標値 0 0 0 人 

  
地域型保育事業を実施します 
【総合計画︓1-1-2 幼児教育・保育】                 （一般会計予算書 85頁） 

地域型保育事業所に対する地域型保育給付費、延長保育事業費補助金、保育所等給食 
費軽減対策補助金等を支給します。 

◎当該年度主な事業内容 
１．地域型保育給付費 235,307 千円 ２．地域型保育事業補助金 2,472 千円 
3．保育所等給食費軽減対策補助金（市事業）546 千円  

◎得られる成果 
増加する低年齢児の保育ニーズに対応することにより、待機児童解消を図ることができます。 

事 業 名 地域型保育事業 部課名等 子ども未来部幼児保育課 
全体事業期間 令和 6 年度 全体事業費等     240,383 千円 
歳出科目 03.02.02.50.51 ３か年実施計画     239,837 千円 
事業費 

240,383 千円 
財 
源 

国県支出金 173,122千円 そ の 他 0 千円 
地 方 債 0 千円 一般財源 67,261千円 

目標値や目指すべき状態 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 単 位 
4月1日現在の待機
児童数 

実績値 0 0  人 
目標値 0 0 0 人 

10 月 1 日現在の待
機児童数 

実績値 5 27  人 
目標値 0 0 0 人 
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民間保育施設の老朽化に伴う建替えに対し、建設
費補助を実施します 
【総合計画︓1-1-2  幼児教育・保育】                （一般会計予算書 85 頁） 

半田同胞園保育所及びみらい保育園の現園舎の老朽化に伴う建替え等に要する費用の補 
助を行います。 

◎当該年度主な事業内容 
民間保育所等整備費補助金   286,770 千円  

内訳 半田同胞園 :  96,045 千円 
   みらい保育園︓190,725 千円  

◎得られる成果 
質の高い教育・保育の提供と施設環境の整備を図ることができます。 

事 業 名 民間保育施設建設費補助事業 部課名等 子ども未来部幼児保育課 
全体事業期間 令和 6 年度〜令和 7 年度 全体事業費等     433,901 千円 
歳出科目 03.02.02.52.50 ３か年実施計画     261,191 千円 
事業費 

286,770 千円 
財 
源 

国県支出金 191,180千円 そ の 他 27,144千円 
地 方 債 0 千円 一般財源 68,446千円 

目標値や目指すべき状態 施設環境の整備 

   
安心・安全な給食の提供をします 
【総合計画︓1-1-2 幼児教育・保育】                 （一般会計予算書 86頁） 

園児に継続的に安心・安全な給食の提供を行います。また、用務業務も同時に委託をすること 
で、園内の環境整備を維持します。 

◎当該年度主な事業内容 
１．保育園給食調理等業務委託料 260,385 千円  
◎得られる成果 
給食業務を専門的に行う業者に業務委託をすることにより、継続的、効果的に安心・安全な 
給食の提供を行うことができます。 

事 業 名 保育園給食調理等業務委託事業 部課名等 子ども未来部幼児保育課 
全体事業期間 令和 6 年度〜令和 8 年度 全体事業費等     744,787 千円 
歳出科目 03.02.04.02.50 ３か年実施計画     266,931 千円 
事業費 

260,385 千円 
財 
源 

国県支出金 0 千円 そ の 他 900 千円 
地 方 債 0 千円 一般財源 259,485千円 

目標値や目指すべき状態 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 単 位 
給食調理等業務委
託実施園 

実績値 13 13  園 
目標値 13 13 14 園 
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通園する児童の心身の育成を行います 
【総合計画︓1-1-2 幼児教育・保育】            （一般会計予算書86頁〜87頁） 

市立保育園施設の維持管理及び保育の質の向上に努めます。（市立認可保育園 12 園及 
び保育所型認定こども園２園） 

◎当該年度主な事業内容 
１．賄材料費 121,416 千円  ２．光熱水費 53,010 円 ３．消耗品費 34,939 千円 
４．保育園維持補修工事 20,334 千円 
◎得られる成果 
家庭で保育ができない保護者に代わり保育を行うことにより、通園する児童の心身の育成を行 
うことができます。 

事 業 名 市立保育園管理運営事業 部課名等 子ども未来部幼児保育課 
全体事業期間 令和 6 年度 全体事業費等    313,554 千円 
歳出科目 03.02.04.02.52 ３か年実施計画     319,014 千円 
事業費 

313,554 千円 
財 
源 

国県支出金 5,752 千円 そ の 他 171,307千円 
地 方 債 0 千円 一般財源 136,495千円 

目標値や目指すべき状態 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 単 位 
4月1日現在の待機
児童数 

実績値 0 0  人 
目標値 0 0 0 人 

10 月 1 日現在の待
機児童数 

実績値 5 27  人 
目標値 0 0 0 人 

   
市立保育園等において多言語サポートを行います 
【総合計画︓1-1-2 幼児教育・保育】                 （一般会計予算書 87頁） 

市立保育園等おいて、WEB 上の通訳サービスを導入します。（市立認可保育園 12 園及び 
保育所型認定こども園２園） 

◎当該年度主な事業内容 
システム使用料 984 千円   
◎得られる成果 
通訳サービスを各園に導入することで、外国籍の保護者との円滑なコミュニケーションが可能とな 
り、更なる保育サービスの拡充を図ります。 

事 業 名 保育園等多言語サポート事業 部課名等 子ども未来部幼児保育課 
全体事業期間 令和 6 年度 全体事業費等    984 千円 
歳出科目 03.02.04.02.54 ３か年実施計画     984 千円 
事業費 

984 千円 
財 
源 

国県支出金 0 千円 そ の 他 0 千円 

地 方 債 0 千円 一般財源 984 千円 
目標値や目指すべき状態 外国籍の保護者との円滑なコミュニケーションの実現 
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保育園等への登園準備に係る保護者負担の軽減
を行います 
【総合計画︓1-1-2 幼児教育・保育】                 （一般会計予算書 87頁） 

市立保育園等において、３歳未満児のお昼寝ふとん及び食事用エプロン等の準備を公費負担 
で実施します。 

◎当該年度主な事業内容 
消耗品費 10,076 千円 寝具等借上料 12,864 千円   
◎得られる成果 
保育園等への登園準備に係る保護者負担を軽減することで、子育て支援の充実を図ることが 
できます。 

事 業 名 保育園等登園準備負担軽減事業 部課名等 子ども未来部幼児保育課 
全体事業期間 令和 6 年度 全体事業費等   22,940 千円 
歳出科目 03.02.04.02.55 ３か年実施計画     23,467 千円 
事業費 

22,940 千円 
財 
源 

国県支出金 0 千円 そ の 他 0 千円 

地 方 債 0 千円 一般財源 22,940千円 
目標値や目指すべき状態 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 単 位 
登園準備に係る負担が
減ったと思う市立保育園
等へ通う３歳未満児の
保護者の割合 

実績値    ％ 

目標値   80 ％ 

   
市立協和保育園と市立成岩幼稚園の統合・こども
園化を実施します 
【総合計画︓1-1-2  幼児教育・保育】                （一般会計予算書 87 頁） 

市立協和保育園と市立成岩幼稚園の統合により、新たに市立認定こども園を建設します。 
◎当該年度主な事業内容 
１．測量委託料    1,016 千円 
２．地質調査委託料 6,094 千円 
◎得られる成果 
多様化する教育・保育ニーズ（低年齢児保育、延長保育等）に対応でき、質の高い教育・ 
保育の提供と施設環境の整備を図ることができます。 

事 業 名 （仮称）成岩こども園建設事業 部課名等 子ども未来部幼児保育課 
全体事業期間 令和 6 年度〜令和 9 年度 全体事業費等     1,135,430 千円 
歳出科目 03.02.04.03.50 ３か年実施計画     6,945 千円 
事業費 

7,110 千円 
財 
源 

国県支出金 0 千円 そ の 他 0 千円 
地 方 債 0 千円 一般財源 7,110 千円 

目標値や目指すべき状態 施設環境の整備と多様化する教育・保育ニーズへの対応 
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一時保育事業の拡充について 
 

子育て支援の更なる充実を図るため、私的保育サービス事業の利用可能日数

を令和６年４月から拡充します。 

 

事業名 新 旧 

私的保育サービス事業 １ヶ月につき５日以内 １ヶ月につき１日 

 

＜一時保育事業＞ 

事業名 事業内容 利用日数 

① 非定型的保育事業 保護者の労働、職業訓練、

就学などにより断続的に家

庭保育が困難となる児童の

ための事業 

１週につき３日、かつ１

ヶ月につき１４日以内 

② 緊急一時保育事業 保護者の疾病、災害、事

故、出産、介護、冠婚葬祭

など社会的にやむを得ない

事由により緊急一時的に家

庭での保育が困難となる児

童のための事業 

１ヶ月につき１４日以内 

③ 私的保育サービス

事業 

私的な理由やその他の事由

により一時的に保育が必要

となる児童のための事業 

１週につき２日、かつ１

ヶ月につき５日以内 

 

＜一時保育事業実施園＞ 

実施園 対象年齢 実施する事業 

半田同胞園保育所 １～５歳児 ①・②・③ 

のぞみが丘保育園 １～２歳児 ①・②・③ 

みらい保育園 ３～５歳児 ①・②・③ 

あさひ保育園 １～２歳児 ①・②・③ 

にじいろ保育園花園 １～５歳児 ①・②・③ 

岩滑こども園 １～５歳児 ②のみ 

板山こども園 １～５歳児 ②のみ 

修農保育園 １～５歳児 ②のみ 

協和保育園 １～５歳児 ②のみ 
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児童生徒の学校生活を支援します 

【総合計画︓1-1-3 義務教育】                   （一般会計予算書 129 頁）  

各学校に学校生活支援員や特別支援学級補助員などを配置し、特別な支援を必要とする
児童生徒などが安心して学校生活をおくることができるよう支援します。 
◎当該年度主な事業内容 
１．会計年度任用職員報酬等 156,062 千円 
２．特別支援教育指導員謝金 6,642 千円 
◎得られる成果 
特別な支援を必要とする児童生徒の個別支援が進み、安心して 
学校生活を送ることができるようになります。 

事 業 名 学校生活支援事業 部課名等 教育部学校教育課 
全体事業期間 令和６年度 全体事業費等   162,704 千円 
歳出科目 09.01.03.02.50 ３か年実施計画    148,351 千円 
事業費 

162,704 千円 
財 
源 

国県支出金 6,491 千円 そ の 他 0 千円 
地 方 債 0 千円 一般財源 156,213千円 

目標値や目指すべき状態 
特別な支援を必要とする児童生徒などが安心して学校生
活を送ることができている状態 

  
共に学ぶ教育環境を整備します 
【総合計画︓1-1-3 義務教育】                  （一般会計予算書 129 頁）  

看護師及び介助員の配置・派遣などの実施により、医療的ケア児等とその他の児童生徒が共
に学ぶことのできる教育環境を整備します。 
◎当該年度主な事業内容 
１．会計年度任用職員報酬等 11,078 千円 
２．バリアフリー改修工事 14,000 千円 
◎得られる成果 
医療的ケア児が心身の状態に応じた適切な支援を受けながら、 
その他の児童生徒と共に学ぶことができるようになるなど、ノーマライゼーションが進みます。 

事 業 名 共に学ぶ教育環境整備事業 部課名等 教育部学校教育課 
全体事業期間 令和６年度 全体事業費等 25,388 千円 
歳出科目 09.01.03.02.51 ３か年実施計画 38,491 千円    
事業費 

25,388 千円 
財 
源 

国県支出金 6,343 千円 そ の 他 0 千円 
地 方 債 0 千円 一般財源 19,045千円 

目標値や目指すべき状態 
医療的ケア児等とその他の児童生徒が共に学ぶことのできる教
育環境が整備されている状態 
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いじめ・不登校対策を推進します 
【総合計画︓1-1-3 義務教育】             （一般会計予算書 129 頁〜130 頁） 

適応指導教室の設置運営、スクールカウンセラー・メンタルフレンドの派遣、心の教室相談員・
スクールソーシャルワーカーの配置等により、いじめ・不登校対策を推進します。 
◎当該年度主な事業内容 
１．会計年度任用職員報酬等 56,357 千円 
２．スクールカウンセラー謝金 10,120 千円 
３．メンタルフレンド謝金 72 千円 
４．学級診断尺度 Q-U テスト委託料 2,339 千円 
◎得られる成果 
児童生徒の心の安定や不登校児童生徒の学校復帰などが進みます。 

事 業 名 いじめ・不登校対策事業 部課名等 教育部学校教育課 
全体事業期間 令和６年度 全体事業費等    69,900 千円 
歳出科目 09.01.03.02.52 ３か年実施計画 59,038 千円    
事業費 

69,900 千円 
財 
源 

国県支出金 11,612 千円 そ の 他 ０千円 
地 方 債 0 千円 一般財源 58,288千円 

目標値や目指すべき状態 令和４年度 令和５年度 令和６年度 単 位 
不登校児童・生徒
の学校復帰率 

実績値 22.1   % 
目標値 23.1 23.1 23.1 % 

いじめ事案のうち重
大事態となった件数 

実績値 0   件 
目標値 0 0 0 件 
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屋内温水プールでの水泳授業実施を拡大します。 
【総合計画︓1-1-3 義務教育】                   （一般会計予算書 130 頁） 

水泳授業指導補助の屋内温水プール施設事業者への実施委託について、令和５年度の花
園小学校１校から、成岩小学校と亀崎小学校を加えた計 3 校に実施を拡大します。 
◎当該年度主な事業内容 
１．水泳指導業務委託料 11,745 千円 
２. バス借上料 12,441 千円 
◎得られる成果 
屋内温水プールの利用により天候や時期を問わない水泳 
授業が実施できるとともに、インストラクターの活用等により専門的できめ細やかな水泳指導が
可能となります。 

事 業 名 小学校水泳授業指導補助委託事業 部課名等 教育部学校教育課 
全体事業期間 令和６〜８年度 全体事業費等    68,983 千円 
歳出科目 09.01.03.02.60 ３か年実施計画 23,747 千円    
事業費 

24,186 千円 
財 
源 

国県支出金 0 千円 そ の 他 0 千円 
地 方 債 0 千円 一般財源 24,186千円 

目標値や目指すべき状態 
屋内温水プールでの水泳授業実施校において、天候や時期
を問わず、専門的な水泳指導が行われている状態 

  
学校と地域を繋ぐ協働支援員の配置を推進します 
【総合計画︓1-1-3 義務教育】             （一般会計予算書 130 頁〜131 頁） 

コミュニティスクール事業などの円滑実施に向け、学校と地域との調整等を進める学校地域協働
支援員の配置を推進します。 
◎当該年度主な事業内容 
１．会計年度任用職員報酬等 6,279 千円 
◎得られる成果 
地域とともにある学校づくり・学校とともにある地域社会づくり 
が進みます。 

事 業 名 学校地域協働支援員配置事業 部課名等 教育部学校教育課 
全体事業期間 令和６年度 全体事業費等     6,279 千円 
歳出科目 09.01.03.02.61 ３か年実施計画 8,566 千円    
事業費 

6,279 千円 
財 
源 

国県支出金 3,556 千円 そ の 他 2,723 千円 
地 方 債 ０千円 一般財源 ０千円 

目標値や目指すべき状態 学校と地域が円滑に連携・協働できている状態 

 

- 18 -



 
中学校部活動改革に向けた環境整備を行います 
【総合計画︓1-1-3 義務教育】                   （一般会計予算書 131 頁） 

中学校部活動改革の実施に伴い、生徒の受入先となる地域のスポーツ団体等が学校施設を
活動場所として利用する際の環境整備を行います。 
◎当該年度主な事業内容 
１．施設改修工事 28,468 千円 
（１）アスファルト舗装（板山小・青山中） 
（２）倉庫設置（半田中・亀崎中・成岩中・青山中） 
◎得られる成果 
中学校部活動改革の円滑実施に貢献します。 

事 業 名 中学校部活動改革に伴う施設整備事業 部課名等 教育部学校教育課 
全体事業期間 令和６年度 全体事業費等    28,468 千円 
歳出科目 09.01.03.08.50 ３か年実施計画 29,667 千円    
事業費 

28,468 千円 
財 
源 

国県支出金 9,889 千円 そ の 他 ０千円 
地 方 債 0 千円 一般財源 18,579 千円 

目標値や目指すべき状態 令和４年度 令和５年度 令和６年度 単 位 

工事進捗率 
実績値    % 
目標値   100 % 

  
学校への防犯カメラ整備を推進します 
【総合計画︓1-1-3 義務教育】                   （一般会計予算書 133 頁） 

学校への不審者等侵入の抑制などを図るため、校内各所への防犯カメラ設置を推進します。 
◎当該年度主な事業内容 
１．防犯カメラ設置工事 10,018 千円 
◎得られる成果 
学校における防犯対策を強化することにより、子どもたちがより安全で安心な 
学校生活を送ることができるようになります。 

事 業 名 小学校防犯カメラ整備事業 部課名等 教育部学校教育課 
全体事業期間 令和６年度〜令和７年度 全体事業費等     15,364 千円 
歳出科目 09.02.01.10.67 ３か年実施計画 10,018 千円    
事業費 

10,018 千円 
財 
源 

国県支出金 5,000 千円 そ の 他 ０千円 
地 方 債 0 千円 一 般 財 源 5,018 千円 

目標値や目指すべき状態 学校における防犯対策が強化されている状態 
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亀崎小学校の改築・改修工事を実施します 
【総合計画︓1-1-3 義務教育】                   （一般会計予算書 134 頁） 

老朽化した学校施設の改築・改修工事を進めます。 
◎当該年度主な事業内容 
１．仮設校舎借上料       158,400 千円 
２．現校舎解体工事       156,437 千円 
３．新校舎改築等工事 574,980 千円 
◎得られる成果 
老朽化した学校施設の改築・改修工事により、子どもたちの学習環境が向上します。 

事 業 名 亀崎小学校改築等事業 部課名等 教育部学校教育課 
全体事業期間 令和４年度〜令和 10 年度 全体事業費等     5,417,220 千円 
歳出科目 09.02.03.02.50 ３か年実施計画 939,405 千円    
事業費 
907,405 千円 

財 
源 

国県支出金 50,030 千円 そ の 他 270,000千円 
地 方 債 522,700千円 一般財源 64,675 千円 

目標値や目指すべき状態 令和４年度 令和５年度 令和６年度 単 位 

事業進捗率 
実績値    ％ 
目標値   20 ％ 
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良質でおいしい学校給食を提供します 
【総合計画︓1-1-3 義務教育】                  （一般会計予算書 153 頁） 

学校給食用食材を購入します。その際には、使用を禁止している遺伝子組換え食品の有無 
や、食品添加物、アレルゲンのチェックを行うほか、知多牛や半田市産の豚肉など、可能な限り 
地元産の食材を選択することで地産地消を推進し、食育に繋げます。 
加えて、昨今の物価高騰下にあっても学校給食の質を維持するために、食材料費の一部を一 
般財源から補助します。また、令和 6 年 9 月の新学校給食センター供用開始に先立ち、新 
施設にてテスト調理を行うための食材を購入します。 
なお、引き続き、今後の物価高騰への対応について、学校給食費の見直しも含め検討します。 
◎当該年度主な事業内容 
１．学校給食材料費   517,094 千円 
◎得られる成果 
安心安全で栄養のバランスがよい学校給食を提供することにより、児童生徒の健全な発育に 
寄与することができます。さらに、地元食材を使用することで、児童生徒の地元への愛着や食へ 
の興味関心を育むことができます。 

事 業 名 学校給食食材購入事業 部課名等 教育部学校教育課 
全体事業期間 令和６年度 全体事業費等     517,094 千円 
歳出科目 09.06.03.02.05 ３か年実施計画     
事業費 

517,094 千円 
財 
源 

国県支出金 0 千円 そ の 他 467,693千円 
地 方 債 0 千円 一般財源 49,401千円 

目標値や目指すべき状態 令和 4 年度 令和 5 年度 令和6年度 単 位 

給食物資地産地消比率 実績値 44.7   ％ 
目標値 50.0 50.0 50.0 ％ 

  
学校給食費等を管理するシステムを導入・運用します 
【総合計画︓1-1-3 義務教育】            （一般会計予算書 153 頁〜154 頁） 

学校教職員の事務負担の軽減を図ることを目的に、これまで学校が実施していた学校給食 
費等の徴収管理事務を行政で実施します。それに伴い、事務を効率化するため学校徴収金 
管理システムを導入し、運用を開始します。 
また、行政が直接徴収することにより、口座振替の取扱金融機関が増え、保護者の選択肢が 
広がり、利便性が向上します。 

◎当該年度主な事業内容 
１．学校徴収金管理システム保守委託料  3,311 千円 
◎得られる成果 
教職員の事務負担を軽減することで、本来の職務である子どもと向き合う時間を確保し、より 
一層の学校教育の質の向上が期待できます。また行政がシステムで管理することで、口座振 
替の取扱金融機関が増え、保護者の選択肢が広がるとともに、保育園等で登録していた口 
座情報を再登録せず小学校へ引き継ぐことが可能となるため、保護者の利便性が向上します。 

事 業 名 学校徴収金管理システム導入事業 部課名等 教育部学校教育課 
全体事業期間 令和 6 年度 全体事業費等     4,105 千円 
歳出科目 09.06.03.02.54 ３か年実施計画    3,542 千円 
事業費 

4,105 千円 
財 
源 

国県支出金 0 千円 そ の 他 0 千円 
地 方 債 0 千円 一般財源 4,105千円 

目標値や目指すべき状態 保護者が振替口座として複数の金融機関の中から選択
し指定できる状態 
保育園、幼稚園、こども園で登録されている口座情報を
引き続き小学校でも使用できる状態 
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新学校給食センターを建設します 
【総合計画︓1-1-3 義務教育】                  （一般会計予算書 154 頁） 

老朽化した学校給食センター施設・設備を、最新の衛生管理基準へ対応させ、より安心安全 
な給食を提供するため、新学校給食センターを建設します。 
令和 6 年度は、令和５年度から２か年で実施してきた建物建設工事を完了するとともに、必 
要な備品・消耗品を購入し、9 月から供用を開始します。 
また、令和７年度に予定している現施設の解体工事に先立ち、アスベスト事前調査を委託し 
て行います。 
 

◎当該年度主な事業内容 
１．新学校給食センター建設工事 1,962,704 千円 
２．工事監理委託料                    7,463 千円 
３．アスベスト調査委託料                     4,400 千円 
４．事業用備品購入費           125,391 千円 
５．事務用備品購入費            37,858 千円 
◎得られる成果 
学校給食センターの施設・設備を更新することにより、今まで以上に安心安全な学校給食を提 
供することができます。 
 

事 業 名 新学校給食センター建設事業 部課名等 教育部学校教育課 
全体事業期間 令和２年度〜令和７年度 全体事業費等     5,240,682 千円 
歳出科目 09.06.03.03.50 ３か年実施計画 2,275,235 千円    
事業費 

2,255,779 千円 
財 
源 

国県支出金 173,341千円 そ の 他 700,000千円 
地 方 債 1,377,600千円 一般財源 4,838千円 

目標値や目指すべき状態 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 単 位 

事業進捗率 
（建物建設工事） 

実績値    ％ 
目標値  64.0 100.0 ％ 
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子ども医療費を助成します 
【総合計画︓1-1-1 子どもと子育て家庭】                 （一般会計予算書 82 頁） 

０歳から高校生等に対して、医療費（保険診療分）の自己負担分を助成する。ただし、 
中学生及び高校生等の通院費は自己負担分の２／３を助成する。また、令和７年４月 
から中学生及び高校生等の自己負担分を全額助成するためのシステム改修を行う。 
◎当該年度主な事業内容 

    １．子ども医療費扶助費 596,523 千円 
    ２．福祉医療システム改修委託料 4,818 千円 

◎得られる成果 
子どもが必要な時に適切に医療を受けられ、健康の保持・増進につながる。 

事 業 名 子ども医療費助成事業 部課名等 福祉部国保年金課 
全体事業期間 令和６年度 全体事業費等 611,153 千円 
歳出科目 03.02.02.02.50 ３か年実施計画    497,647 千円 
事業費 
611,153 千円 

財 
源 

国県支出金 122,879千円 そ の 他 ０千円 
地 方 債 ０千円 一般財源 488,274千円 

目標値や目指すべき状態 子どもが必要な時に適切に医療を受けられる。 

  
健康づくり事業を実施します 
【総合計画:3-2-1  健康づくり】                       （一般会計予算書 93 頁） 

身体とこころの健康づくりを推進するために、地域で教育や相談を行ったり、個別での相談を訪
問等で実施します。 
◎当該年度主な事業内容 

  １．講師謝金 455 千円 
  ２．委員謝金 226 千円 
  ３．相談員謝金 198 千円 

◎得られる成果 
市民の健康度が上がることで健康寿命の延伸や医療費の削減につながります。また、こころの
健康も推進され、自殺者の減少にもつながります。 

事 業 名 健康づくり推進事業 部課名等 福祉部健康課 
全体事業期間 令和 6 年度 全体事業費等  1,960 千円 
歳出科目 04.01.01.04.01 ３か年実施計画  
事業費 

1,960 千円 
財 
源 

国県支出金 653 千円 そ の 他 0 千円 
地 方 債 0 千円 一般財源 1,307千円 

目標値や目指すべき状態 令和４年度 令和５年度 令和６年度 単 位 
子育て世代のエクササ
イズ教室参加人数 

実績値    人 
目標値  480 320 人 

ゲートキーパー養成講座
の受講者アンケートで「自
殺を考えている人」に声か
けができる人の割合 

実績値  98.0    ％ 

目標値 80.0 93.0 93.0 ％ 
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